
 (財)財務会計基準機構のWebサイトに掲載した情報は、著作権法及び国際著作権条約をはじめ、その他の

無体財産権に関する法律並びに条約によって保護されています。許可なく複写・転載等を行うことはこれ

らの法律により禁じられています。 

議事要旨(3)企業会計基準公開草案「四半期財務諸表に関する会計基準（案）」及び企業会

計基準適用指針公開草案「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針（案）」について 

 

新井専門委員より、10月10日の当委員会及び10月19日の専門委員会での検討状況を踏

まえて、会計基準案及び適用指針案の主な変更点（①四半期財務諸表の目的の記載、②四

半期損益計算書における四半期会計期間（3か月情報）の取扱い、③第2四半期以降に自発

的に会計処理の原則及び手続を変更した場合の注記方法、④年度における四半期別要約財

務情報の記載、⑤簡便的な会計処理など）について説明が行われた。 

 

委員より指摘された主な点とその対応は以下のとおりである。 

（会計処理の原則及び手続を変更した場合の注記） 

概算額にて影響額の算定する場合において、実務上の配慮から「資本連結をやり直さ

ない」などの例示を記載すべきであるという指摘があり、指摘に沿って適用指針案の当

該部分について修正することとした。 

（セグメント情報の注記） 

事業の種類別セグメント情報、所在地別セグメント情報で開示すべき項目について、

会計基準にて明確にすべきという指摘があり、指摘に沿って会計基準案等の関連する部

分について修正することとした。 

（表示方法の変更をした場合の注記） 

「表示方法を変更した場合」という表現について、会計基準にて「四半期財務諸表」の

表示方法であることを明確にすべきという指摘があり、指摘に沿って会計基準案等の関

連する部分について修正することとした。 

（持分プーリング法を適用した場合の注記） 

翌年の四半期財務諸表における影響額の注記について、影響額の算定は概算でよい旨

の記載を行うべきであるという指摘があり、指摘に沿って会計基準案の関連する部分に

ついて修正することとした。 

 

審議の後、採決が行われ、字句修正については委員長に一任する前提で、出席者12 名全

員の賛成により、本公開草案の公表が承認された。 

 

 

 

以 上 


